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賃金と生産性
実質賃金の変化

＝労働生産性の変化（A）
＋労働分配率の変化（B）
＋その他の要因（交易条件の変化など）（C）

• 労働生産性の変化（A）
＝労働の質の変化

＋資本装備率の変化

＋TFPの上昇

• 労働分配率の変化（B）
→次ページ資料参照

• その他の要因（交易条件の変化など）（C）
→交易条件の悪化

• 生産の海外移転
• 原材料の海外調達 など

→その他
• 消費者物価指数の上方バイアス など
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成長会計：労働生産性変化の要因分解

データの出典）EUKLEMS & INTANProd - Release 2023



労働分配率の変化（B）
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（出典）日本生産性本部 活用労働統計

大企業 中小企業

付加価値＝人件費＋営業純益＋その他



成長と分配の好循環の実現に向けて

• 長期に亘る賃金上昇を実現するた
めには労働生産性の向上が重要

• 交易条件の悪化の要因を探り、
改善する必要

• 有形資産及び無形資産（人的資
本）への投資の持続性が重要

• インフラの整備、人的資本投資へ
の政府の積極的関与が必要

• 日本の資源配分の効率性は悪化
（生産性の高い（低い）企業のシェ
アは拡大（縮小）していない）、ただ
し足元はやや改善

• この動きを妨げない政策（例えば、
成長性の高い企業への重点的な
支援）
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日米の産業別生産性(1時間あたり付加価値)と付加価値シェア

（2017年）
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（出典） 滝澤（2020）


